
サービス利用規約 

 

サービス利用者（以下「甲」という）は、株式会社アクト(以下「乙」という）が提供するサービスを利

用するに際し、以下の条件（以下「本規約」という）に拘束されることに同意する。 

 

第 1 条（目的） 

 本規約は、甲が乙にサービスの利用を申し込み、乙がサービスを提供する場合の条件を定める。 

 

第 2 条（サービスの種類） 

 乙が甲に提供するサービス（以下「本サービス」という）の種類は、次のいずれかのサービスのうち

甲が申し込みを行ったサービスとする。 

EDR 

SOC 

EDR + SOC 

ID/デバイス管理 

フォレンジック 

 

第 3 条（サービスの申し込み） 

1. 甲は、乙が指定する注文書ないし申込書（以下「注文書」という。電磁的記録による方法を含む。）

に必要事項を記載し、これを販売元に提出することにより、本サービスの申込みを行う。注文書に

記載する必要事項の例は、以下の通りである。 

(1)  サービスの申し込み日 

(2)  サービスの提供期間 

(3)  サービスの実施場所 

(4)  サービスの作業項目・範囲 

(5)  サービスにおいて成果物がある場合には、成果物の仕様、納入期日、納入場所 

(6)  サービスにおいて成果物がある場合には、検査完了期日 

(7)  サービスの対価及び支払条件（支払期日を含む） 

(8) その他必要事項及び甲乙別途協議のうえ定める事項 

2. 甲からの注文書の提出をもって、甲は本規約の内容の全てについて同意したものとみなす。 

3. 甲からの注文書を受領後、販売元は乙の指定フォーマットに従い申込を行う。乙が申込の受領後速

やかにサービス証書を発行した時点をもって、甲乙間で本サービスの利用契約が締結されたものとみ

なす（以下「個別契約」という）。  

4. 本規約は、前項により締結されるすべての個別契約に共通に適用されるものとする。但し、本規約

に定める事項と個別契約に記載の事項とが相違する場合、個別契約の記載が優先して適用されるもの

とする。 

 



第 4 条（瑕疵担保免責） 

1. 乙は、本サービスを、甲のために、善良なる管理者の注意をもって実施する。 

 

第 5 条（通知先） 

1.甲は、注文書に、乙からの連絡を受ける連絡責任者（以下「連絡責任者」という）の連絡先（以下

「連絡先」という）を記載しなければならない。連絡責任者ないし連絡先が変更になった場合、甲

は、乙に対し、書面（電磁的記録を含む。以下、同。）をもって、直ちに新たな連絡責任者の連絡先

を知らせなければならない。 

2. 甲と乙との間の連絡は、連絡責任者を通じて行うものとする。 

3. 乙の甲に対する全ての通知は、甲が乙に第１項に基づき届け出た連絡先に対して行えば足りるも

のとし、郵送の場合は、発送から２日後をもって甲に到達したものとみなし、電磁的記録の場合は、

発送の日をもって甲に到達したものとみなす。 

 

第 6 条（資料・情報の提供） 

 甲は、サービスの履行に必要な資料および情報（以下「提供資料」という）を乙に適宜無償で提供す

るものとする。 

 

第 7 条（成果物がある場合の扱い） 

 成果物の納入、検査、瑕疵の扱い等については以下のとおりとする。 

(1) 乙は、個別契約に定める納入期日までに納入場所において成果物を甲に納入するものとする。 

(2) 乙が甲に対し成果物の納入を試みたにも拘わらず、甲が受け入れを拒否したか又は何らかの理由で

受入れができなかった場合には、乙は納入を完了したとみなす。 

(3)  甲は、成果物を、個別契約に定める検査完了期日（個別契約に特段の定めがなかった場合には、

成果物の納入から３営業日後を検査完了期日とする）までに検査し、成果物が検査に適合する場合、

甲または甲が指定する責任者が記名・押印した検査合格書を、乙に交付する。検査完了期日までに

甲から乙に何らの通知もなされない場合は、検査完了期日の満了をもって成果物は検査に合格した

ものとみなす。 

(4)  前号の検査の結果、成果物に内容の過誤その他修正すべき点がある場合は、甲はその結果を乙に

通知するものとし、乙は直ちに内容を確認のうえ、修正すべきと判断した場合には、修正を行う。

修正後の再納入期日及び修補に係る費用負担については、別途甲乙協議して定める。再納入に係る

検査等については、前２号を準用する。 

(5) 本条所定の検査に合格したことをもって、成果物の引渡しが完了したこととする。 

 

第８条（サービスの履行場所） 

サービスの実施場所は、個別契約で別段の定めをした場合を除き乙の事業所で行うものとする。 

 

第９条（再委託） 

乙は、乙と業務委託契約又はこれに類する契約（以下「再委託契約」という）を締結した第三者（以下



「再委託先」という）に本サービスに係る業務を必要な範囲で再委託することができる。 

 

 

第１０条（サービス仕様等の変更） 

1. 甲または乙は、個別契約締結後、次の各号に該当する事由が生じた場合は、相手方と協議のうえ、

サービスの仕様を変更できるものとする。 

(1) 業務の実施途中で、甲または乙において、成果物の仕様に著しい変更を行う必要を生じたとき。 

(2) 成果物の仕様に定めた機能を満足する範囲で乙が別の、より合理的な仕様または方式を発見した

とき。 

２．前項の成果物の仕様の変更に伴い、納期や報酬額等契約内容が不合理になった場合は、甲および乙

は別途協議のうえ個別契約の内容を変更できるものとする。 

 

第１１条（納期の変更） 

乙は、個別契約で規定の納入期限までに本サービスを遂行できなくなった場合、速やかに甲に対して

通知を行うものとし、甲乙双方にて協議のうえ、個別契約の納入期限を変更することができるものと

する。 

 

第１２条（サービスの対価、支払方法及び遅延損害金） 

甲は、本サービスの対価として、個別契約に定める額を、個別契約記載の期日までに、販売元が別途指

定する方法で支払う。 

 

第１３条（機密保持） 

甲は、本規約、個別契約もしくはこれらに関連して知り得た乙の機密情報の内容等を第三者に開示ま

たは漏洩してはならない。 

 

第１４条（個人情報） 

甲及び乙は、本規約、個別契約もしくはこれらに関連して知り得た個人情報の内容等を第三者に開示

または漏洩してはならない。 

 

第１５条（納入物の著作権）  

納入物に関する著作権（著作権法第２７条及び第２８条の権利を含む。以下同じ。） は、乙又は第三者

が従前から保有していた著作物の著作権を除き、甲より乙へ個別契約に係る料金が完済されたときに、

乙から甲へ移転するものとする。 

 

第１６条（権利義務の譲渡禁止） 

甲は、乙の書面による承諾なくして本規約及び個別契約並びにそれらに関連して発生する一切の権利

義務を第三者に譲渡、継承し、または担保の目的に供してはならない。 

 



第１７条（損害賠償の限度額） 

甲が、乙に対し、本規約ないし個別契約に関して、損害賠償請求等何らかの請求をする際には、乙は、

当該紛争に係る個別契約の発注額を限度として賠償するものとする。 

 

第１８条（解除） 

甲又は乙は、相手方が次の各号の一に該当した場合、相手方に対し何らの事前の催告をなすことなく、

書面による通知により本規約又は個別契約の全部もしくは一部を解除することができる。この場合、

当該相手方は本規約又は個別契約に基づく一切の金銭債務について期限の利益を喪失するものとする。 

(1) 重大な背信行為があったとき 

(2) 所有物件又は権利について、差押、仮差押、仮処分、競売の申立を受けたとき（但し、第三債務者

としての差押又は仮差押を受けた場合を除く） 

(3)  支払の停止があったとき、又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理

開始、特別清算開始その他これに類する手続の申立があったとき 

(4) 手形交換所の不渡り報告又は取引停止処分をうけたとき 

(5) 公租公課の滞納処分を受けたとき 

(6) 監督官庁から営業の取消、停止等の命令を受けたとき 

(7) その他本規約を継続し難い重大な事由が発生したとき 

2. 前項による解除は、損害賠償の請求を妨げない。 

3. 甲又は乙は、相手方の債務不履行について、書面にて相当期間を定めて催告した後も是正されない

場合、相手方に書面で通知することにより本規約又は個別の全部もしくは一部を解除することができ

る。 

4. 本規約が解除された場合は、甲乙間で別段の合意をした場合を除き、当該解除の時点で存在する個

別契約もまた終了する。 

5. 本規約が解除された場合、乙が既に作成した成果物（完成の有無を問わない。）を甲に納入すると

ともに、甲に対し、既に作成した成果物（完成の有無を問わない。）にかかる著作権（著作権法第２７

条及び第２８条に定める権利を含む。）を譲渡するものとする。当該納入と同時に、甲は、乙に対し、

既に作成された成果物に相応する報酬を支払うものとする。 

 

第 19 条（反社会的勢力との取引排除） 

 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、過去、現在及び未来において、次の各号の事項を確約する。 

(1) 自らが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者（以

下、総称して「反社会的勢力」という）ではないこと 

(2) 反社会的勢力と次の関係を有していないこと 

1. 自らもしくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を与える目的をもって反社会

的勢力を利用していると認められる関係 

2. 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど反社会的勢力の維持、運営に

協力し、又は関与している関係 



(3) 自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役、相談役、社長その他、名称の如何を問わず、経

営に実質的に関与している者をいう）が反社会的勢力ではないこと、および反社会的勢力と社会

的に非難されるべき関係を有していないこと 

(4) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本規約ないし個別契約を締結するものでないこと 

(5) 自ら又は第三者を利用して本規約ないし個別契約に関して次の行為をしないこと 

(a). 暴力的な要求行為 

(b). 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(c). 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(d). 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

(e). その他前各号に準ずる行為 

2．甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せず

して、本規約を解除することができる。 

(1) 前項(1)から(3)の確約に反したこと、または反する表明をしたことが判明した場合 

(2) 前項(4)の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

(3) 前項(5)の確約に反した行為をした場合 

3. 前項の規定により本規約が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、相手方の被

った損害を賠償するものとする。 

4. 本条第２項の規定により本規約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害に

ついて、その相手方に対し一切の請求を行わない。 

 

第 20 条（解約） 

乙は、本規約の有効期間中であっても、相手方に対して１か月前までに書面により通知することによ

り、本規約及び個別契約を解約することができる。 

 

第 21 条（有効期間） 

本規約の有効期間は、締結の日から１年間とし、期間満了の２ヶ月前までに甲又は乙から、相手方に対

し、書面により更新しない旨の通知がなされない限り、さらに１年間同条件で自動更新されるものと

し、以後も同様とする。 

 

第 22 条（存続条項） 

本規約及び個別契約の終了後（その終了原因を問わない。）も、第１９条、第２５条は、なお有効に存

続するものとする。 

 

第 23 条（一部無効） 

本規約又は個別契約についてその一部が、法令の改廃又は裁判所の判断により無効となった場合にお

いても、当該一部無効が本規約の主要な目的部分に影響を及ぼさず、かつ甲及び乙が本規約の存続に

合意する場合には、本規約は当該一部無効部分を除きなお有効に存続する。 

 



第 24条（不可抗力） 

天災地変、戦争、暴動、内乱、テロ行為、法令の改廃制定、公権力よる命令処分、ストライキ、その他

の不可抗力等、乙の責に帰すことのできない事由により本サービスないし個別契約の履行が不能にな

った場合は、乙は、当該不履行につきその責を負わないものとする。この場合、乙は速やかに甲に通知

を行い、その後の対応について協議を行う。 

  

第 25 条（合意管轄） 

甲及び乙は、本規約及び個別契約に関する一切の紛争について、東京地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

第 26 条（協議） 

甲及び乙は、本規約及び個別契約に定めのない事項又は本規約に関する解釈上の疑義については、誠

意をもって協議のうえ、円満に解決を図るものとする。 

 

 以上。 

 


